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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 第８期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株引受権または新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

    ５  当社は、平成17年４月20日付をもって１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

  

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (千円) 1,126,136 1,295,347 1,628,479 2,379,494 2,755,675 

経常利益 (千円) 147,840 140,382 307,351 331,362 308,367 

中間(当期)純利益 (千円) 81,866 79,704 182,495 175,805 174,626 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 568,000 1,054,060 1,056,858 633,000 1,054,060 

発行済株式総数 (株) 8,780 13,862 41,690.93 11,380 41,586 

純資産額 (千円) 1,139,483 2,539,046 2,822,060 1,364,722 2,633,968 

総資産額 (千円) 3,837,119 6,457,867 8,214,256 4,381,123 6,852,553 

１株当たり純資産額 (円) 129,781.72 183,165.96 67,690.04 119,922.85 63,337.88 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 9,324.25 6,218.74 4,378.95 18,211.08 4,363.22 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― 5,804.22 4,198.94 ― 4,148.28 

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 29.7 39.3 34.4 31.2 38.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 190,177 54,554 322,207 412,361 112,464 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,040,740 △1,554,926 △975,388 △1,567,385 △2,268,712 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 945,445 2,032,706 1,085,122 1,277,695 2,313,960 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 714,906 1,275,031 1,332,350 742,696 900,409 

従業員数 (人) 23 36 42 31 42 



２ 【事業の内容】 

  当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時雇用者数は、従業員数の100分の10以下であるため記載を省略しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

従業員数(人) 42 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益の改善に支えられ、設備投資が増加し、都市部の地価が上昇に転じるな

ど、経済活動の回復を認識できる状況となりました。 

また、企業収益の改善、雇用情勢の改善が進んだことで個人消費が増加するなど、全体的には、緩やかではありますが、回復基

調で推移いたしました。その一方で、定率減税の縮小や社会保険料の負担増、消費税率の引き上げの検討等により、今後家計が圧

迫される心配があるほか、証券市場における企業不祥事の発生、円高、原油高などの懸念材料もみられ、不安を残す状況となりま

した。 

一方、当社の属する駐車場業界におきましては、依然として駐車場の供給が大幅に不足しており、また、平成18年６月１日よ

り施行される駐車違反取締りの民間委託、自動車の所有者責任を強化した改正道路交通法も追い風となり、引き続き市場の成長

が見込まれております。同時に、参入者の増加による駐車場用地を巡る競合は激化しております。 

このような状況下において、当社は、不動産会社や金融機関等との更なるネットワーク強化への取り組み、首都圏だけでな

く、パーク＆ライド需要が見込める地方主要都市の駅前、旧市街地を中心とした積極的な地方展開などを行い、管理車室数の拡

大に努めてまいりました。 

その結果、当中間期末においては合計で395件、5,271車室が稼動しております。 

以上の活動により、売上高1,628,479千円（前年同期比25.7％増）、営業利益364,062千円（前年同期比85.3％増）、経常利益

307,351千円（前年同期比118.9％増）、中間純利益182,495千円（前年同期比129.0％増）となりました。 

なお、事業区分別の状況は以下のとおりであります。 

（賃借駐車場） 

当中間会計期間における賃借駐車場は、431車室の新規開設、756車室の解約により差し引き325車室の純減少となり、当中間期

末において稼動している駐車場は3,205車室となりました。 

（自社駐車場） 

当中間会計期間における自社駐車場は、4車室の新規開設により、当中間期末において稼動している駐車場は848車室となりまし

た。 

（証券化駐車場） 

当中間会計期間における証券化駐車場は、155車室の新規開設により、当中間期末において稼動している駐車場は1,218車室とな

りました。 

（その他事業） 

その他事業は、主として不動産賃貸、自動販売機及び駐輪場の収益であります。 

     

  

  

  

事業区分別の売上高は以下のとおりであります。 

事業区分 売 上 高（千円） 構 成 比（％） 

賃借駐車場 

自社駐車場 

証券化駐車場 

1,184,391 

302,476 

54,391 

 72.7 

18.6 

3.3 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。) は、前期末と比較して431,941千円増加し、中間期

末残高は1,332,350千円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は322,207千円（前年同期比490.6％増加）となりました。これは、主として税引前中間純利益

309,499千円の計上及び法人等の支払額が61,677千円発生したことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は975,388千円（前年同期比37.3％減少）となりました。これは、主として有形固定資産の取得に

よる支出733,931千円及び敷金保証金の差入による支出242,691千円が発生したことによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は1,085,122千円（前年同期比46.6％減少）となりました。これは、主として長期借入れによる収

入1,248,000千円によるものであります。
 

  

  

その他 87,219 5.4 

合    計 1,628,479     100.0 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

生産能力として記載すべき事項はありませんが、売上高及び企業規模と比較的関連性が強いと認められる駐車場

の物件数及び車室数は、次のとおりであります。 

  

パラカ駐車場契約状況 

  

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当中間会計期間
(平成18年３月31日現在) 

物件数 車室数

395件 
(前年同期比12.2％増) 

5,271車室
(前年同期比29.6％増) 

区分 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

物件数(件) 構成比 車室数(車室) 構成比 金額(千円) 構成比 前年同期比   

賃借駐車場 
352 
(9) 

89.1% 
3,205
(△325) 

60.8% 1,184,391 72.7% 117.2%   

自社駐車場 
35 
(1) 

8.9% 
848
(4) 

16.1% 302,476 18.6% 154.7%   

証券化駐車場 
8 
(1) 

2.0% 
   1,218

(155) 
23.1% 54,391 3.3% 116.5%   

その他事業 
― 
(―) 

― 
―
(―) 

― 87,219 5.4% 204.0%   

合計 
395 
(11) 

100.0% 
5,271
(△166) 

100.0% 1,628,479 100.0% 125.7%   

(注) １ 記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 物件数及び車室数の( )は、当中間会計期間における純増加数であります。 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新たに生じた問題はありま

せん。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間に以下の施設を取得いたしました。 

(注) １ 時間貸駐車場の所在地は複数でありますので、記載を省略いたします。 

２ 消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更並びに重

要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数

建物 構築物
工具器具
備品 

土地
（面積㎡） 

合計 

時間貸駐車場 駐車場設備 696 8,694 3,684
688,318

（3,646.13㎡）
701,393 －人 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２ 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

(平成14年12月27日定時株主総会決議) 

  

(注)  １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プラ

イス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 135,000 

計 135,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 41,690.93 41,925.91 
東京証券取引所
(マザーズ) 

(注) 

計 41,690.93 41,925.91 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 697 622 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,090.89(注)１ 1,865.91(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月28日
至 平成24年12月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   53,334
資本組入額 26,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 



３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が、次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し権利行使はでき

ないものとする(ただし、新株予約権を喪失させないことについて、当社取締役会の承認を得た場合は、この限りではな

い。)。 

① 対象者が当社の取締役、監査役または従業員の地位を失った場合。 

② 対象者が死亡した場合(新株予約権の相続は認めない。)。 

③ 対象者が新株予約権の放棄を申し出た場合。 

④ この他、権利喪失事由等、権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、従業員の退職及び新株予約権の行使による変更を加味しており

ます。 

  

(平成15年９月29日臨時株主総会決議) 

  

(注)  １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プラ

イス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、当

社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、従業員の退職及び新株予約権の行使による変更を加味しており

ます。 

  

  

(平成16年12月21日定時株主総会決議) 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 12 8 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 35.94(注)１ 23.96(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月30日
至 平成25年９月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   53,334
資本組入額  26,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 



(注)  １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ ①新株予約権の発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による新株発行の場合

は、行使価額の調整は行わない。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

     ①新株予約権者の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する

ものとする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、従業員の退職及び新株予約権の行使による変更を加味しており

ます。 

  

  

  

(平成16年12月21日定時株主総会決議) 

  

(注)  １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 553 503 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,659(注)１ 1,509(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 290,667(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月28日
至 平成26年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  290,667
資本組入額 145,334 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 調整前株式数×株式分割又は株式併合の割合 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 
新規発行株式数×1株当り払込金額 

1株当り時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 50 48 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 150(注)１ 144(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 293,284(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月20日
至 平成26年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  293,284
資本組入額 146,642 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 



２ ①新株予約権の発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による新株発行の場合

は、行使価額の調整は行わない。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

  ①新株予約権者の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する

ものとする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されており 

ます。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、従業員の退職及び新株予約権の行使による変更を加味しており

ます。 

  

調整後株式数＝ 調整前株式数×株式分割又は株式併合の割合 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 
新規発行株式数×1株当り払込金額 

1株当り時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(平成17年12月21日定時株主総会決議) 

  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ ①新株予約権の発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による新株発行の場合

は、行使価額の調整は行わない。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

  ①新株予約権者の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する

ものとする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）新株予約権の行使による増加である。 

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 2,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,000(注)１ 同左(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 360,000(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年１月21日
至 平成27年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  360,000
資本組入額 180,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 調整前株式数×株式分割又は株式併合の割合 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 
新規発行株式数×1株当り払込金額 

1株当り時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年10月１日～ 
平成18年３月31日(注) 

104.93 41,690.93 2,798 1,056,858 2,798 1,086,858 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

内 藤   亨     東京都荒川区 6,450 15.47 

兼 平   宏      東京都世田谷区 2,550 6.11 

日信電子サービス株式会社 東京都台東区浅草橋５－20－８ 1,500 3.59 

ザチェースマンハッタンバンク380560 
(常任代理人株式会社みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室) 

ルクセンブルグ
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

1,261 3.02 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエ
イロンドンエスエルオムニバスアカウ
ント 
(常任代理人株式会社みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室) 

イギリス 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

1,243 2.98 

新 井 一 孝     東京都港区 1,200 2.87 

エイチエスビーシーバンクピーエル
シークライアンツノンタックストリ
ーティ 
(常任代理人香港上海銀行東京支店) 

イギリス 
(東京都中央区日本橋３－11－１) 

1,200 2.87 

ゴールドマンサックスインターナシ
ョナル 
(常任代理人ゴールドマン・サックス
証券会社東京支店) 

イギリス 
(東京都港区六本木６－10－１六本木ヒ
ルズ森タワー) 

1,153 2.76 

朝日火災海上保険株式會社 東京都千代田区鍛冶町２－６－２ 1,050 2.51 

モルガンスタンレーアンドカンパニ
ーインターナショナルリミテッド 
(常任代理人モルガン・スタンレー証
券会社東京支店) 

イギリス 
(東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比寿
ガーデンプレイスタワー) 

896 2.14 

計 ― 18,053 44.38 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (1) 役職の異動 

  

  

(2) 退任執行役員 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 41,686 41,686 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 4.93 ― ― 

発行済株式総数 41,690.93 ― ― 

総株主の議決権 ― 41,686 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 270,000 275,000 334,000 387,000 384,000 356,000 

最低(円) 203,000 240,000 230,000 310,000 290,000 316,000 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 兼 執行役員 
兼 管理部長（最高執行責
任者 兼 最高財務責任者） 

取締役副社長 兼 執行役員 
兼 運営部長（最高執行責
任者 兼 最高財務責任者） 

兼平  宏 平成18年４月１日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

執行役員 管理部長 垰本 泰隆 平成18年３月31日 



  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年10月1日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)及

び当中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵

省令第24号)による中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,276,031     1,333,350     901,409   

２ 売掛金     11,966     52,908     19,367   

３ たな卸資産     2,702     3,198     3,103   

４ その他 ※３   141,026     171,919     178,571   

 貸倒引当金     △2,338     △731     △3,448   

流動資産合計     1,429,388 22.1   1,560,644 19.0   1,099,003 16.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１                   

(1) 土地 ※２   3,734,570     4,972,443     4,284,124   

(2) その他     403,033     287,146     285,577   

有形固定資産合

計 
    4,137,604 64.1   5,259,590 64.0   4,569,702 66.7 

２ 無形固定資産     24,300 0.4   32,356 0.4   28,799 0.4 

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券     683,649     965,345     973,160   

(2) その他     182,924     396,321     181,887   

投資その他の資

産合計 
    866,573 13.4   1,361,666 16.6   1,155,048 16.9 

固定資産合計     5,028,478 77.9   6,653,612 81.0   5,753,550 84.0 

資産合計     6,457,867 100.0   8,214,256 100.0   6,852,553 100.0 

                 



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     26,925     36,985     25,951   

２ １年以内返済予定

長期借入金 
※２   290,568     396,458     312,068   

３ 賞与引当金     12,000     15,000     13,500   

４ その他 ※３   132,110     260,059     154,857   

流動負債合計     461,604 7.2   708,502 8.6   506,377 7.4 

Ⅱ 固定負債                     

１ 社債     300,000     300,000     300,000   

２ 長期借入金 ※２   3,045,312     4,305,504     3,308,528   

３ その他     111,904     78,189     103,679   

固定負債合計     3,457,216 53.5   4,683,693 57.0   3,712,207 54.2 

負債合計     3,918,820 60.7   5,392,195 65.6   4,218,584 61.6 

(資本の部)                     

Ⅰ 資本金     1,054,060 16.3   1,056,858 12.9   1,054,060 15.4 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金     1,084,060     1,086,858     1,084,060   

資本剰余金合計     1,084,060 16.8   1,086,858 13.2   1,084,060 15.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 中間(当期)未処分

利益 
    400,926     678,344     495,848   

利益剰余金合計     400,926 6.2   678,344 8.3   495,848 7.2 

資本合計     2,539,046 39.3   2,822,060 34.4   2,633,968 38.4 

負債及び資本合

計 
    6,457,867 100.0   8,214,256 100.0   6,852,553 100.0 

                 



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     1,295,347 100.0   1,628,479 100.0   2,755,675 100.0 

Ⅱ 売上原価     876,708 67.7   1,006,782 61.8   1,879,388 68.2 

売上総利益     418,639 32.3   621,696 38.2   876,287 31.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
    222,204 17.1   257,634 15.8   467,477 17.0 

営業利益     196,434 15.2   364,062 22.4   408,810 14.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,371 0.2   3,128 0.2   8,337 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   59,423 4.6   59,839 3.7   108,779 3.9 

経常利益     140,382 10.8   307,351 18.9   308,367 11.2 

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ―   3,240 0.2   216 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   835 0.0   1,092 0.1   5,257 0.2 

税引前中間(当

期)純利益 
    139,547 10.8   309,499 19.0   303,326 11.0 

法人税、住民税 
及び事業税 

  53,831     131,841     124,652     

法人税等調整額   6,011 59,842 4.6 △4,838 127,003 7.8 4,047 128,699 4.7 

中間(当期)純利

益 
    79,704 6.2   182,495 11.2   174,626 6.3 

前期繰越利益     321,222     495,848     321,222   

中間(当期)未処

分利益 
    400,926     678,344     495,848   



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税引前中間(当期)純利益   139,547 309,499 303,326 

２ 減価償却費   26,212 23,425 56,443 

３ 新株発行費   3,374 ― 4,172 

４ 貸倒引当金の増減額(減少：△)   694 △2,717 1,804 

５ 賞与引当金の増減額(減少：△)   △1,500 1,500 ― 

６ 受取利息   △5 △2 △8 

７ 支払利息   39,589 57,570 87,124 

８ 有形固定資産の売却益   ― △598 △216 

９ 有形固定資産の除却損   835 1,092 5,257 

10 売上債権の増加額   △1,481 △33,540 △8,882 

11 たな卸資産の増減額(増加：△)   108 △94 △293 

12 前払費用の増減額(増加：△)   12,367 △9,556 △4,591 

13 その他流動資産の減少額   2,323 20,811 ― 

14 仕入債務の増減額(減少：△)   △2,383 11,033 △3,356 

15 未払金の増減額(減少：△)   △30,321 3,355 △15,264 

16 未払消費税等の増減額(減少：△)   △15,613 15,822 △11,406 

17 その他流動負債の増加額   6,714 24,027 ― 

18 その他   26,408 16,228 △33,881 

小計   206,870 437,856 380,228 

19 利息及び配当金の受取額   5 2 8 

20 利息の支払額   △37,616 △53,974 △83,981 

21 法人税等の支払額   △114,704 △61,677 △183,791 

営業活動によるキャッシュ・フロー   54,554 322,207 112,464 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入による支出   △3,000 △3,000 △7,500 

２ 定期預金の払戻しによる収入   3,000 3,000 7,500 

３ 投資有価証券の取得による支出   △307,712 ― △542,220 

４ 有形固定資産の取得による支出   △1,266,581 △733,931 △1,737,653 

５ 有形固定資産の売却による収入   ― 1,035 3,185 

６ 無形固定資産の取得による支出   △1 ― △7,876 

７ 敷金保証金等の差入による支出   △130 △242,691 △3,587 

８ 解約による敷金保証金の回収   20,098 860 20,636 

９ 保険積立による支出   △598 △659 △1,196 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,554,926 △975,388 △2,268,712 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の返済による支出   △10,000 ― △10,000 

２ 長期借入れによる収入   1,116,000 1,248,000 1,546,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △157,756 △166,634 △303,040 

４ 株式の発行による収入   1,091,245 5,596 1,090,447 

５ 割賦債務の支払   △6,782 △1,840 △9,446 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,032,706 1,085,122 2,313,960 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   532,334 431,941 157,712 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   742,696 900,409 742,696 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   1,275,031 1,332,350 900,409 
       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は

個別法によっており、詳細

は「８．（2）匿名組合出

資金の会計処理」に記載し

ております。 

(1)有価証券 

その他有価証券 

同左 

  

  

(1)有価証券 

その他有価証券 

 同左 

  

  (2)たな卸資産 

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用し

ております。 

(2)たな卸資産 

貯蔵品 

 同左 

(2)たな卸資産 

貯蔵品 

 同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、建物(附

属設備を除く)について

は、定額法を採用してお

ります。 

 主な耐用年数は以下の

とおりです。 

 建物及び構築物 

  ３～22年 

 車両運搬具 

 ２～５年 

 工具器具備品 

  ４～10年 

 なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資産

については、法人税法の

規定に基づく３年均等償

却を行っています。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

 主な耐用年数は以下の

とおりです。 

 建物及び構築物 

  ３～38年 

 車両運搬具 

 ５～６年 

 工具器具備品 

  ３～15年 

 なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資産

については、法人税法の

規定に基づく３年均等償

却を行っています。 

(1) 有形固定資産 

 同左 

  

  

  

  

 主な耐用年数は以下の

とおりです。 

 建物及び構築物 

  ３～38年 

 車両運搬具 

 ２～６年 

 工具器具備品 

  ３～15年 

  なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資産

については、法人税法の

規定に基づく３年均等償

却を行っています。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、見

込利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

 同左 

  

(2) 無形固定資産 

  同左 

  (3) 長期前払費用 

 定額法を採用しており

ます。 

(3) 長期前払費用 

 同左 

(3) 長期前払費用 

  同左 

３ 繰延資産の処理

方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

新株発行費 

 － 

  

新株発行費 

支出時に全額費用として 

処理しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

４ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備

えるため、支給見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 同左 

(2) 賞与引当金 

  同左 

５ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 

６ ヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、金利

スワップの特例処理の要

件を満たすものについて

は特例処理によっており

ます。 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ヘッジ手段…金利スワ

ップ 

 ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  ③ ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のた

め、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

  同左 

③ ヘッジ方針 

  同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ有効性評価は、

開始時から有効性判定時

点までの期間における、

ヘッジ手段とヘッジ対象

のキャッシュ・フロー変

動を比較し、両者の変動

比率等を基礎として行っ

ております。なお、金利

スワップの特例処理の要

件を満たすものについて

は、ヘッジ有効性評価を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

７ 中間キャッシ

ュ・フロー計算

書 ( キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書)における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８ その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理 

  同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  （2）匿名組合出資金の会

計処理 

 匿名組合出資を行うに際

して、匿名組合の財産の持

分相当額を「投資有価証

券」として計上しておりま

す。 

 匿名組合への出資時に

「投資有価証券」を計上

し、匿名組合が獲得した

純損益の持分相当額につ

いては、「売上高」に計

上するとともに同額を

「投資有価証券」に加減

し、営業者からの出資金

の払い戻しについては、

「投資有価証券」を減額

させております。 

（2）匿名組合出資金の会

計処理 

同左 

  

（2）匿名組合出資金の会

計処理 

     同左 

  



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

  

  

―――――――― 

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。これによる損益に 

与える影響はありません。 

  

  

  

―――――――― 

  

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第2条第2項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、従

来、投資その他の資産の「匿名組合出資金」に計上し

ておりました匿名組合への出資金につきましては、当

中間会計期間より「投資有価証券」として表示してお

ります。この変更に伴い、「匿名組合出資金」が

680,649千円減少し、「投資有価証券」が同額増加し

ております。 

  

  

  

―――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        329,348千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         309,858千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         306,832千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通り

であります。 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

土地 3,688,682千円 

一年以内返済 

予定長期借入金 
290,568千円 

長期借入金 3,045,312千円 

合計 3,335,880千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通り

であります。 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

土地 4,557,075千円 

一年以内返済 

予定長期借入金 
328,218千円 

長期借入金 3,457,244千円 

合計 3,785,462千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通り

であります。 

担保付債務は次のとおりでありま

す。 

土地 4,157,831千円 

一年以内返済 

予定長期借入金 
312,068千円 

長期借入金 3,308,528千円 

合計 3,620,596千円 

※３ 消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱 

― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息       5千円 

      事業地解約金収入    608千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息       38,066千円 

   公開費用     14,957千円

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息       2千円 

      事業地解約金収入  2,165千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息         56,047千円 

    

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息         8千円 

      事業地解約金収入  3,309千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息     84,094千円 

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

― 工具器具及び備品売却益

             598千円

   貸倒引当金戻入  2,642千円

車両運搬具売却益 

        216千円 

※４ 特別損失の主要項目 
工具器具及び備品等除却損 
        611千円 

※４ 特別損失の主要項目

工具器具及び備品等除却損 
           953千円 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

構築物          272千円 

工具器具及び備品4,985千円 

合計      5,257千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産    22,836千円 

   無形固定資産    3,375千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産    19,856千円 

   無形固定資産    3,568千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産   49,830千円 

   無形固定資産    6,750千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 1,276,031千円

３ヶ月超預金 △1,000千円

現金及び現金同等物 1,275,031千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 1,333,350千円

３ヶ月超預金 △1,000千円

現金及び現金同等
物 

1,332,350千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 901,409千円

３ヶ月超預金 △1,000千円

現金及び現金同等
物 

900,409千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末

残高相当

額 
(千円) 

車 両 運

搬具 
3,482 2,263 1,218

工 具 器

具 及び

備品 
689,313 323,574 365,739

合計 692,795 325,837 366,958

  

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末

残高相当

額 
(千円) 

車 両 運

搬具 
3,482 2,960 522

工 具 器

具 及 び

備品 
831,953 364,888 467,065

合計 835,436 367,848 467,587

  

 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高

相当額 
(千円) 

車 両 運

搬具 
3,482 2,611 870

工 具 器

具 及 び

備品 
792,177 327,817 464,360

合計 795,660 330,429 465,230

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 122,179千円

１年超 254,803千円

合計 376,982千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 145,410千円

１年超 330,940千円

合計 476,350千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 142,251千円

１年超 331,516千円

合計 473,768千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 69,071千円

減価償却費相当額 63,537千円

支払利息相当額 5,840千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 85,631千円

減価償却費相当額 79,875千円

支払利息相当額 6,265千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 148,879千円

減価償却費相当額 138,131千円

支払利息相当額 11,455千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日) 

当社は、金利スワップ取引のデリバティブ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため記載

を省略しております。 

  

当中間会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

当社は、金利スワップ取引のデリバティブ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため記載

を省略しております。 

  

前事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

当社は、金利スワップ取引のデリバティブ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため記載

を省略しております。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  
区分 

  

前中間会計期間
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(平成18年３月31日) 

前事業年度 
(平成17年９月30日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券       

① 非上場株式 3,000 3,000 3,000 

② 匿名組合出資金 680,649 962,345 970,160 

計 683,649 965,345 973,160 



(１株当たり情報) 

  

  

１株当たり中間(当期)純利益又は潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 
  

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 183,165円96銭 67,690円04銭 63,337円88銭 

１株当たり中間(当期)純利益 6,218円74銭 4,378円95銭 4,363円22銭 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期) 純利益 

5,804円22銭 4,198円94銭 4,148円28銭
  

  当社は、平成17年４月
20日付をもって、普通株
式１株につき３株に分割
しております。なお、当
該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の
前中間会計期間における
１株当たり情報について
は、以下のとおりとなり
ます。 

前中間会計期間
１株当たり
純資産額 

61,055円32
銭 

１株当たり
中間純利益 

2,072円91
銭 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

1,934円79
銭 

当社は、平成17年４月
20日付をもって、普通株
式１株につき３株に分割
しております。なお、当
該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の
１株当たり情報について
は、以下のとおりとなり
ます。 
  

なお、前事業年度にお
ける潜在株式調整後１株
当たり当期純利益につい
ては、新株予約権の残高
がありますが、当社株式
は非上場・非登録であ
り、期中平均株価が把握
できないため記載してお
りません。 

前事業年度 
１株当たり
純資産額 

39,974円28
銭 

１株当たり
当期純利益 

6,070円36
銭 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

中間(当期)純利益(千円) 79,704 182,495 174,626 

普通株主に帰属しない金額(千
円) 

― － － 

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円) 

79,704 182,495 174,626 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,817 41,676 40,023 

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期) 純利益 
   

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ － －

普通株式増加数(株) 915 1,786 2,073

（うち新株予約権） (915) (1,786) (2,073)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

  

―――――― 

  

  

潜在株式の種類(新株予約

権１種類) 

潜在株式の数(新株予約 

権の数2,000個) 

潜在株式の種類(新株予約

権５種類) 

潜在株式の数(新株予約権

の数1,354個) 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

  

  

  

  

  

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――― 

当社は、平成17年12月21日開催
の定時株主総会において、商法第
280条ノ20ならびに商法第280条ノ
21の規定に基づき、特に有利な条
件をもって新株予約権を発行する
ことを以下のとおり決議いたしま
した。 
(1) 新株予約権の目的となる株式
の種類及び数 
普通株式 
 2,000株を上限とする。 
(2) 新株予約権 
 2,000個を上限とする。 
(3) 新株予約権の発行価額 
 無償で発行するものとする。 
(4) 新株予約権の権利に際して払
い込むべき金額 
各新株予約権の行使に際して払い
込むべき金額は、各新株予約権の
行使により発行する株式１株あた
りの金額（以下「行使価額」とい
う。）に、新株予約権１個あたり
の目的となる株式数を乗じた金額
とする。 
行使価額は、新株予約権を発行す
る日の属する月の前月の各日の東
京証券取引所における当社普通株
式の普通取引の終値の平均値（終
値のない日数を除く。）に1.05を
乗じた金額、または新株予約権を
発行する日の東京証券取引所にお
ける当社普通株式の普通取引の終
値（終値がない場合は、その前日
以前の各取引日に成立した終値の
うち、新株予約権の発行日に最も
近い日の終値）のどちらか高い方
とする。 
(5) 付与の対象者  
取締役、監査役、従業員及び社外
協力者 
(6) 権利行使期間 
平成18年１月１日から平成27年９
月30日までの範囲内で、今後の取
締役会で決定する。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

平成17年２月４日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

１．平成17年４月20日付をもって普 

通株式１株につき３株に分割し

ます。 

  

  

  

  

――――――― 

  

  

  

  

  

  

――――――― 

(1)分割により増加する株式数 

     普通株式 

    

(2)分割方法 

  平成17年２月28日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を、１株につき

３株の割合をもって分割します。 

    

２．配当起算日 

平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間における１株当たり情報、前事

業年度における１株当たり情報及

び当期首に行われたと仮定した場

合の当中間会計期間における１株

当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

    

  

前中間会

計期間 

当中間会

計期間 

前事業年

度 
１株当たり

純資産額 
43,260円57

銭 

１株当たり

純資産額 
61,055円32

銭 

１株当たり

純資産額 
39,974円28

銭 
１株当たり

中間純利益 
3,108円08

銭 

１株当たり

中間純利益 
2,072円91

銭 

１株当たり

当期純利益 
6,070円36

銭 
  
  

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益 
1,934円79

銭 

  

   



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第９期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

  上記(1)に係る訂正報告書を平成18年１月12日に関東財務局長に提出 

  

 (3)有価証券届出書及びその添付書類 

  無償による新株予約権証券の発行を平成18年１月12日に関東財務局長に提出 

  

 (4) 有価証券届出書の訂正届出書 

上記(3)に係る訂正届出書を平成18年１月20日に関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年６月20日

パラカ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラカ

株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第９期事業年度の中間会計期間(平成16年10月１日から平成17

年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、パラカ株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年10月１日

から平成17年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  板 倉 正 志     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡 辺 雅 文     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  安 斎 裕 二     ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年６月20日

パラカ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラカ

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第10期事業年度の中間会計期間(平成17年10月１日から平成18

年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、パラカ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年10月１日

から平成18年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  板 倉 正 志     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  安 斎 裕 二     ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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